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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子の衝突又は電子の透過によりＸ線を発生する、第１、第２端部を有するターゲット
と、
　前記ターゲットに電子を放出するフィラメントと、
　前記フィラメントを内部に有するハウジングと、
　前記第１端部と前記第２端部との間にハウジングが配置されるように、前記ハウジング
の外側に配置される前記ターゲットの前記第１、第２端部を、前記ハウジングの外側で保
持する第１保持部材と、
　前記ハウジングを保持する第２保持部材と、を備え、
　前記第２保持部材は、前記ハウジングを可動に保持するＸ線装置。
【請求項２】
　前記第１保持部材及び前記第２保持部材を支持する支持部材を備える請求項１に記載の
Ｘ線装置。
【請求項３】
　前記ターゲットからの前記Ｘ線が照射される物体を保持するステージ装置と、
　前記物体を通過した前記Ｘ線の少なくとも一部を検出する検出装置と、を備え、
　前記支持部材は、前記ステージ装置及び前記検出装置を支持する請求項２に記載のＸ線
装置。
【請求項４】
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　前記ターゲットからの前記Ｘ線が照射される物体を保持するステージ装置と、
　前記物体を通過した前記Ｘ線の少なくとも一部を検出する検出装置と、
　前記支持部材を移動する第１駆動装置と、
　前記支持部材の移動と同期して、前記検出装置を移動する第２駆動装置と、を備える請
求項２に記載のＸ線装置。
【請求項５】
　前記Ｘ線が前記物体に照射される期間の少なくとも一部において、
　前記ステージ装置は、前記物体を回転させる請求項３又は４に記載のＸ線装置。
【請求項６】
　前記ターゲットは棒状である、請求項１～５のいずれか一項に記載のＸ線装置。
【請求項７】
　前記フィラメントからの電子の伝搬する方向と交差する方向に、前記棒状のターゲット
の長手方向が配置される、請求項６に記載のＸ線装置。
【請求項８】
　前記第１保持部材は、第１端部保持部材と第２端部保持部材とを有し、前記第１端部を
前記第１端部保持部材が保持し、前記第２端部を前記第２端部保持部材が保持する、請求
項１～７のいずれか一項に記載のＸ線装置。
【請求項９】
　構造物の形状に関する設計情報を作成する設計工程と、
　前記設計情報に基づいて前記構造物を作成する成形工程と、
　作成された前記構造物の形状を請求項１～８のいずれか一項に記載のＸ線装置を用いて
計測する測定工程と、
　前記測定工程で取得した形状情報と前記設計情報とを比較する検査工程と、を含む構造
物の製造方法。
【請求項１０】
　前記検査工程の比較結果に基づいて実行され、前記構造物の再加工を実施するリペア工
程を含む請求項９に記載の構造物の製造方法。
【請求項１１】
　前記リペア工程は、前記成形工程を再実行する工程である請求項１０に記載の構造物の
製造方法。
【請求項１２】
　前記測定工程は、前記構造物の外形の寸法を計測することを含む請求項９～１１のいず
れか一項に記載の構造物の製造方法。
【請求項１３】
　電子の衝突によりＸ線を発生し、第１、第２端部を有するターゲットと、
　前記ターゲットに電子を放出するフィラメントと、
　前記フィラメントを内部に有するハウジングと、
　前記フィラメントからの電子を前記ターゲットに導く導電子部材の電子の伝搬方向と平
行に延在し、前記第１端部と前記第２端部との間にハウジングが配置されるように、前記
ハウジングの外側から前記第１、第２端部を保持する第１保持部材と、
　前記導電子部材の電子の伝搬方向と直交し、かつ前記ハウジングの外側から、前記第１
保持部材を保持する第２保持部材を備え、
　前記第２保持部材と前記ハウジングとは接触するＸ線装置。
【請求項１４】
　前記第２保持部材は、円環状に形成された接触面を備える請求項１３に記載のＸ線装置
。
【請求項１５】
　前記第１保持部材と接合し、前記ハウジングを可動に保持する第３保持部材を備える請
求項１３又は請求項１４に記載のＸ線装置。
【請求項１６】
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　前記第３保持部材は、前記ハウジングの重量に応じた加重で前記ハウジングを支持する
請求項１５に記載のＸ線装置。
【請求項１７】
　前記ターゲットは棒状である、請求項１３～１６のいずれか一項に記載のＸ線装置。
【請求項１８】
　前記フィラメントからの電子の伝搬する方向と交差する方向に、前記棒状のターゲット
の長手方向が配置される、請求項１７に記載のＸ線装置。
【請求項１９】
　前記第１保持部材は、第１端部保持部材と第２端部保持部材とを有し、前記第１端部を
前記第１端部保持部材が保持し、前記第２端部を前記第２端部保持部材が保持する、請求
項１３～１８のいずれか一項に記載のＸ線装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、Ｘ線装置、及びＸ線装置を用いた構造物の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　物体の内部の情報を非破壊で取得する装置として、例えば下記特許文献に開示されてい
るような、物体にＸ線を照射するＸ線源を有し、その物体を透過した透過Ｘ線を検出する
検出装置を備えるＸ線装置が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】米国特許出願公開第２００９／０２６８８６９号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　Ｘ線装置において、例えばＸ線源と物体との相対位置の変化により、透過Ｘ線の検出精
度が低下する可能性がある。
【０００５】
　本発明の態様は、検出精度の低下を抑制できるＸ線装置、及び構造物の製造方法を提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の第１の態様に従えば、電子の衝突又は電子の透過によりＸ線を発生する、第１
、第２端部を有するターゲットと、前記ターゲットに電子を放出するフィラメントと、前
記フィラメントを内部に有するハウジングと、前記第１端部と前記第２端部との間にハウ
ジングが配置されるように、前記ハウジングの外側に配置される前記ターゲットの前記第
１、第２端部を、前記ハウジングの外側で保持する第１保持部材と、前記ハウジングを保
持する第２保持部材を備え、前記第２保持部材は、前記ハウジングを可動に保持するＸ線
装置が提供される。
【０００７】
　本発明に関連する関連発明に従えば、電子を放出するフィラメントと、電子の衝突又は
電子の透過によりＸ線を発生するターゲットと、前記フィラメントからの電子を前記ター
ゲットに導く導電子部材と、前記フィラメントと前記導電子部材と前記ターゲットとを保
持するハウジングと、前記ハウジングの第１部分を保持する第１保持部材と、を備え、前
記第１部分と前記ターゲットとの第１距離は、前記第１部分と前記フィラメントとの第２
距離よりも短いＸ線装置が提供される。
【０００８】
　本発明の第２の態様に従えば、構造物の形状に関する設計情報を作成する設計工程と、
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前記設計情報に基づいて前記構造物を作成する成形工程と、作成された前記構造物の形状
を第１の態様のＸ線装置を用いて計測する測定工程と、前記測定工程で取得した形状情報
と前記設計情報とを比較する検査工程と、を含む構造物の製造方法が提供される。
【０００９】
　本発明の第３の態様に従えば、電子の衝突によりＸ線を発生し、第１、第２端部を有す
るターゲットと、前記ターゲットに電子を放出するフィラメントと、前記フィラメントを
内部に有するハウジングと、前記フィラメントからの電子を前記ターゲットに導く導電子
部材の電子の伝搬方向と平行に延在し、前記第１端部と前記第２端部との間にハウジング
が配置されるように、前記ハウジングの外側から前記第１、第２端部を保持する第１保持
部材と、前記導電子部材の電子の伝搬方向と直交し、かつ前記ハウジングの外側から、前
記第１保持部材を保持する第２保持部材を備え、前記第２保持部材と前記ハウジングとは
接触するＸ線装置が提供される。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の態様によれば、検出精度の低下を抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】第１実施形態に係るＸ線装置の一例を示す概略構成図である。
【図２】第１実施形態に係るＸ線源の一例を示す図である。
【図３】第１実施形態に係るＸ線源の一例を示す断面図である。
【図４】第１実施形態に係るＸ線源の一部を示す図である。
【図５】第１実施形態に係るＸ線源の一部を示す図である。
【図６】Ｘ線装置の課題を説明するための図である。
【図７】第２実施形態に係るＸ線源の一例を示す図である。
【図８】第３実施形態に係るＸ線源の一例を示す図である。
【図９】第４実施形態に係るＸ線源の一例を示す図である。
【図１０】第５実施形態に係るＸ線源の一例を示す図である。
【図１１】第６実施形態に係るＸ線装置の一例を示す図である。
【図１２】第６実施形態に係るＸ線源の一例を示す図である。
【図１３】第７実施形態に係る構造物製造システムの一例を示す図である。
【図１４】第７実施形態に係る構造物製造システムによる処理の流れを示したフローチャ
ートである。
【図１５】第８実施形態に係るＸ線源の一部を示す図である。
【図１６】第８実施形態に係るＸ線源の一例を示す図である。
【図１７】第８実施形態に係るＸ線源の一例を示す図である。
【図１８】第８実施形態に係るＸ線源の一例を示す図である。
【図１９】第８実施形態に係るＸ線源の一部を示す図である。
【図２０】第８実施形態に係るＸ線源の一部を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照しながら説明するが、本発明はこれに限定
されない。なお、以下で説明する各実施形態の要件は、適宜組み合わせることができる。
また、一部の構成要素を用いない場合もある。また、法令で許容される限りにおいて、各
実施形態及び変形例で引用したＸ線源及び検出装置などに関する全ての公開公報及び米国
特許の開示を援用して本文の記載の一部とする。
【００１３】
　以下の説明においては、ＸＹＺ直交座標系を設定し、このＸＹＺ直交座標系を参照しつ
つ各部の位置関係について説明する。Ｘ軸とＹ軸とＺ軸とは垂直に交わる。Ｘ軸と平行な
方向をＸ軸方向とし、Ｙ軸と平行な方向をＹ軸方向とし、Ｚ軸と平行な方向をＺ軸方向と
する。Ｘ軸、Ｙ軸、及びＺ軸まわりの回転（傾斜）方向をそれぞれ、θＸ、θＹ、及びθ



(5) JP 6246724 B2 2017.12.13

10

20

30

40

50

Ｚ方向とする。なお、本明細書において、ある方向に平行である、又は、ある方向に直交
するという場合において、厳密に平行である、又は厳密に直交することには限られず、ほ
ぼ平行である、又はほぼ直交するという意味を含むものとする。
【００１４】
＜第１実施形態＞
　第１実施形態について説明する。図１は、本実施形態に係るＸ線装置１の一例を示す概
略構成図である。
【００１５】
　Ｘ線装置１は、測定物ＳにＸ線を照射して、その測定物Ｓを透過した透過Ｘ線を検出す
る。Ｘ線は、例えば波長１ｐｍ～３０ｎｍ程度の電磁波である。Ｘ線は、約５０ｅＶの超
軟Ｘ線、約０．１～２ｋｅＶの軟Ｘ線、約２～２０ｋｅＶのＸ線、及び約２０～１００ｋ
ｅＶの硬Ｘ線の少なくとも一つを含む。
【００１６】
　本実施形態において、Ｘ線装置１は、測定物ＳにＸ線を照射して、その測定物Ｓを透過
した透過Ｘ線を検出して、その測定物Ｓの内部の情報（例えば、内部構造）を非破壊で取
得するＸ線ＣＴ検査装置を含む。本実施形態において、測定物Ｓは、例えば機械部品、電
子部品その他の産業用部品を含む。Ｘ線ＣＴ検査装置は、産業用部品にＸ線を照射して、
その産業用部品を検査する産業用Ｘ線ＣＴ検査装置を含む。
【００１７】
　図１において、Ｘ線装置１は、Ｘ線を射出するＸ線源２と、Ｘ線源２からのＸ線が照射
される測定物Ｓを保持して移動可能なステージ装置３と、Ｘ線源２から射出され、ステー
ジ装置３に保持された測定物Ｓを通過したＸ線（透過Ｘ線）の少なくとも一部を検出する
検出装置４と、Ｘ線装置１全体の動作を制御する制御装置５とを備えている。
【００１８】
　また、Ｘ線装置１は、Ｘ線源２から射出されるＸ線が進行する内部空間ＳＰを形成する
チャンバ部材６を備えている。本実施形態において、Ｘ線源２、ステージ装置３、及び検
出装置４は、内部空間ＳＰに配置される。
【００１９】
　チャンバ部材６は、支持面ＦＲ上に配置される。支持面ＦＲは、工場等の床面を含む。
チャンバ部材６は、複数の脚部６Ｓに支持される。チャンバ部材６は、脚部６Ｓを介して
、支持面ＦＲ上に配置される。脚部６Ｓにより、チャンバ部材６の下面と、支持面ＦＲと
は離れる。すなわち、チャンバ部材６の下面と支持面ＦＲとの間に空間が形成される。な
お、チャンバ部材６の下面の少なくとも一部と支持面ＦＲとが接触してもよい。
【００２０】
　本実施形態において、チャンバ部材６は、鉛を含む。チャンバ部材６は、内部空間ＳＰ
のＸ線が、チャンバ部材６の外部空間ＲＰに漏出することを抑制する。
【００２１】
　Ｘ線源２は、測定物ＳにＸ線を照射する。Ｘ線源２は、Ｘ線を射出する射出部７を有す
る。Ｘ線源２は、点Ｘ線源を形成する。本実施形態において、射出部７は、点Ｘ線源を含
む。Ｘ線源２は、測定物Ｓに円錐状のＸ線（所謂、コーンビーム）を照射する。Ｘ線源２
は、射出するＸ線の強度を調整可能である。測定物ＳのＸ線吸収特性に基づいて、Ｘ線源
２から射出されるＸ線の強度が調整されてもよい。なお、Ｘ線源２から射出されるＸ線が
拡がる形状は、円錐状に限らず、例えば扇状のＸ線（所謂、ファンビーム）でもよい。な
お、Ｘ線源２から射出されるＸ線が、射出される方向（Ｚ軸方向）において一定の線状の
Ｘ線（所謂、ペンシルビーム）でもよい。
【００２２】
　本実施形態において、Ｘ線源２からのＸ線の少なくとも一部は、内部空間ＳＰにおいて
Ｚ軸方向に進行する。射出部７から射出されたＸ線の少なくとも一部は、内部空間ＳＰに
おいて、＋Ｚ方向に進行する。
【００２３】
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　本実施形態において、Ｘ線源２とステージ装置３と検出装置４とは、Ｚ軸方向に配置さ
れる。ステージ装置３は、Ｘ線源２の＋Ｚ側に配置される。検出装置４は、ステージ装置
３の＋Ｚ側に配置される。
【００２４】
　本実施形態において、Ｘ線装置１は、Ｘ線源２、ステージ装置３、及び検出装置４を支
持する支持部材８を備えている。支持部材８は、チャンバ部材６の内部空間ＳＰに配置さ
れる。支持部材８は、内部空間ＳＰの底面６Ｔに配置される。支持部材８の位置は、内部
空間ＳＰにおいて、実質的に固定される。支持部材８は、Ｘ線源２とステージ装置３と検
出装置４とを一緒に支持する。
【００２５】
　支持部材８の熱膨張係数は、チャンバ部材６の熱膨張係数よりも小さい。支持部材８は
、少なくともチャンバ部材６よりも熱変形し難い。
【００２６】
　本実施形態において、支持部材８は、低熱膨張材料によって形成されている。本実施形
態において、支持部材８は、例えばインバー（invar）を含む。インバーは、ニッケル約
３６％程度、鉄約６４％程度の合金である。なお、これはあくまでも例示であって、支持
部材８に含まれる低膨張材料はインバーには限定されない。
【００２７】
　本実施形態において、支持部材８は、１つの部材で構成される。なお、支持部材８が、
複数の部材の組み合わせでもよい。
【００２８】
　ステージ装置３は、内部空間ＳＰにおいて移動可能である。ステージ装置３は、内部空
間ＳＰのうち、射出部７よりも＋Ｚ側の空間で移動可能である。ステージ装置３は、支持
部材８上において移動可能である。本実施形態において、ステージ装置３は、Ｘ軸、Ｙ軸
、Ｚ軸、θＸ、θＹ、及びθＺ方向の６つの方向に移動可能である。ステージ装置３は、
駆動システム９の作動により移動可能である。駆動システム９の作動により、ステージ装
置３に保持された測定物Ｓは、Ｘ軸、Ｙ軸、Ｚ軸、θＸ、θＹ、及びθＺ方向の６つの方
向に移動可能である。駆動システム９は、例えばリニアモータ、ボイスコイルモータなど
のローレンツ力により作動するモータを含む。なお、駆動システム９が、ピエゾ素子を含
んでもよい。例えば、駆動システム９は、ピエゾ素子を用いて、Ｘ軸、Ｙ軸、Ｚ軸、θＸ
、θＹ、及びθＺの少なくとも一つの方向にステージ装置３（測定物Ｓ）を移動させても
よい。
【００２９】
　ステージ装置３の少なくとも一部は、射出部７と対向可能である。ステージ装置３は、
保持した測定物Ｓを、射出部７と対向する位置に配置可能である。ステージ装置３は、射
出部７から射出されたＸ線が通過する経路上に、測定物Ｓを配置可能である。ステージ装
置３は、射出部７から射出されたＸ線の照射範囲内に、測定物Ｓを配置可能である。
【００３０】
　検出装置４は、内部空間ＳＰにおいて、Ｘ線源２及びステージ装置３よりも＋Ｚ側に配
置される。検出装置４の位置は、内部空間ＳＰにおいて、実質的に固定される。なお、検
出装置４が移動可能でもよい。ステージ装置３は、内部空間ＳＰのうち、Ｘ線源２と検出
装置４との間の空間を移動可能である。
【００３１】
　検出装置４は、測定物Ｓを透過した透過Ｘ線を含むＸ線源２からのＸ線が入射する入射
面１０を有するシンチレータ部１１と、シンチレータ部１１において発生した光を受光す
る受光部１２とを有する。検出装置４の入射面１０は、ステージ装置３に保持された測定
物Ｓと対向可能である。
【００３２】
　シンチレータ部１１は、Ｘ線が当たることによって、そのＸ線とは異なる波長の光を発
生させるシンチレーション物質を含む。受光部１２は、光電子増倍管を含む。光電子増倍
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管は、光電効果により光エネルギーを電気エネルギーに変換する光電面を含む。受光部１
２は、シンチレータ部１１において発生した光を増幅し、電気信号に変換して出力する。
【００３３】
　検出装置４は、シンチレータ部１１を複数有する。シンチレータ部１１は、ＸＹ平面内
において複数配置される。シンチレータ部１１は、アレイ状に配置される。受光部１２は
、複数のシンチレータ部１１のそれぞれに接続されるように、複数配置される。なお、検
出装置４は、入射するＸ線を、そのＸ線とは異なる波長の光に変換せずに、直接電気信号
に変換してもよい。
【００３４】
　図２は、本実施形態に係るＸ線源２を示す側面図である。図３は、本実施形態に係るＸ
線源２の一部を示す断面図である。
【００３５】
　図２及び図３において、Ｘ線源２は、電子の衝突又は電子の透過によりＸ線を発生する
ターゲット１３と、ターゲット１３に電子を導く導電子部材１４とを備えている。
【００３６】
　また、Ｘ線源２は、導電子部材１４の少なくとも一部を保持するハウジング１５と、タ
ーゲット１３の変位が抑制されるようにターゲット１３を保持する保持部材１６とを備え
ている。
【００３７】
　また、Ｘ線源２は、電子を放出するフィラメント１７を備えている。導電子部材１４は
、フィラメント１７からの電子をターゲット１３に導く。本実施形態において、ハウジン
グ１５は、フィラメント１７及び導電子部材１４を保持する。フィラメント１７及び導電
子部材１４は、ハウジング１５の内部空間に収容される。なお、Ｘ線源２とは別の装置が
フィラメント１７を有してもよい。
【００３８】
　ハウジング１５の内部空間は、実質的に真空に保たれている。本実施形態においては、
ハウジング１５の内部空間は、真空装置２Ａと接続されている。真空装置２Ａは、内部空
間の空気を外に排出するためのポンプを含む。また、本実施形態においては、Ｘ線源２は
、ハウジング１５の温度を一定に保つための冷却装置２Ｂを含む。冷却装置２Ｂにより、
ターゲット１３の温度が一定に保たれる。なお、ハウジング１５の温度を一定に保つため
の冷却装置とターゲット１３の温度を一定に保つための冷却装置とは別の装置でもよい。
また、冷却装置が、ターゲット１３の内部に設けられた流路に温度調整された流体（液体
もしくは空気）を導入する装置を含んでもよい。すなわち、ターゲット１３の内部に設け
られた流路に温度調整された液体もしくは空気を導入することによってターゲット１３の
温度を一定に保ってもよい。なお、空気に代えて、温度調整された気体を用いてもよい。
【００３９】
　なお、冷却装置は、ターゲット１３の温度が所定温度を超えないように、そのターゲッ
ト１３の温度調整をしてもよい。ターゲット１３の温度が所定温度を超えなければ、ター
ゲット１３の温度は変動しても構わない。なお、本実施形態においては、Ｘ線源２が冷却
装置２Ｂを備えているが、Ｘ線源２が冷却装置２Ｂを備えていなくてもよい。例えば、チ
ャンバ部材６が冷却装置を備えてもよい。また、例えば、Ｘ線装置１が冷却装置を備えて
いなくてもよい。Ｘ線装置１とは別の装置が冷却装置を備えてもよい。
【００４０】
　フィラメント１７は、例えばタングステンを含む。フィラメント１７は、コイル状に巻
かれている。フィラメント１７に電流が流れ、その電流によってフィラメント１７が加熱
されると、フィラメント１７から電子（熱電子）が放出される。フィラメント１７の先端
は、尖っている。フィラメント１７の尖った部分から電子が放出される。
【００４１】
　ターゲット１３は、例えばタングステンを含み、電子の衝突又は電子の透過によりＸ線
を発生する。本実施形態において、Ｘ線源２は、所謂、反射型である。本実施形態におい
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て、ターゲット１３は、電子の衝突により、Ｘ線を発生する。
【００４２】
　例えば、ターゲット１３を陽極とし、フィラメント１７を陰極として、ターゲット１３
とフィラメント１７との間に電圧が加えられると、フィラメント１７から飛び出した熱電
子が、ターゲット（陽極）１３に向かって加速し、ターゲット１３に照射される。これに
より、ターゲット１３からＸ線が発生する。本実施形態においては、ターゲット１３に照
射される熱電子のもつエネルギーのうち約９９．９％は熱に変換され、約０.１％がＸ線
に変換される。
【００４３】
　導電子部材１４は、フィラメント１７とターゲット１３との間において、フィラメント
１７からの電子の通路の周囲の少なくとも一部に配置される。導電子部材１４は、例えば
集束レンズ及び対物レンズ等の電子レンズ、若しくは偏光器を含む。また、導電子部材１
４は、ターゲット１３での収差を低減する部材でもよい。導電子部材１４は、例えば、光
軸上の非点収差を補正するスティグメータでもよい。導電子部材１４は、フィラメント１
７からの電子をターゲット１３に導く。導電子部材１４は、ターゲット１３の一部の領域
（Ｘ線焦点）に電子を衝突させる。ターゲット１３において電子が衝突する領域（部分）
が射出部７（点Ｘ線源）である。ターゲット１３において電子が衝突する領域の寸法（ス
ポットサイズ）は、十分に小さい。これにより、実質的に点Ｘ線源が形成される。
【００４４】
　図４及び図５は、ターゲット１３及び保持部材１６の近傍を示す図である。本実施形態
において、保持部材１６の少なくとも一部は、ハウジング１５の外側に配置される。ター
ゲット１３の少なくとも一部は、ハウジング１５の外側に配置される。本実施形態におい
ては、保持部材１６の全部が、ハウジング１５の外側に配置される。ターゲット１３の全
部が、ハウジング１５の外側に配置される。
【００４５】
　なお、保持部材１６の一部がハウジング１５の内部空間に配置され、保持部材１６の一
部がハウジング１５の外部空間に配置されてもよい。なお、ターゲット１３の一部がハウ
ジング１５の内部空間に配置され、ターゲット１３の一部がハウジング１５の外部空間に
配置されてもよい。
【００４６】
　本実施形態において、ターゲット１３とハウジング１５とは接触するように配置される
。保持部材１６とハウジング１５とは間隙を介して配置される。すなわち、ターゲット１
３とハウジング１５とは接触する。保持部材１６とハウジング１５とは接触しない。なお
、ターゲット１３とハウジング１５とが接触しなくてもよい。例えば、ターゲット１３と
ハウジング１５との間に部材が配置されてもよい。すなわち、ターゲット１３と部材とが
接触し、ハウジング１５と部材とが接触してもよい。
【００４７】
　なお、保持部材１６とハウジング１５の少なくとも一部とが接触してもよい。ターゲッ
ト１３とハウジング１５の少なくとも一部とが接触してもよい。
【００４８】
　本実施形態において、保持部材１６は、ハウジング１５の外側（外部空間）に配置され
るターゲット１３の一部を保持する。
【００４９】
　本実施形態において、ターゲット１３は、ロッド状の部材である。保持部材１６は、タ
ーゲット１３の一端部を保持する第１部材１６Ａと、ターゲット１３の他端部を保持する
第２部材１６Ｂとを含む。
【００５０】
　ハウジング１５は、電子が通過可能な通過部１５３を有する。フィラメント１７から発
生した電子は、ハウジング１５の内部空間を移動した後、通過部１５３を介して、ハウジ
ング１５に接触しているターゲット１３に衝突する。ターゲット１３のうち、通過部１５
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３に囲まれた領域に、ハウジング１５の内部空間を移動した電子が衝突する。これにより
、ターゲット１３からＸ線が発生する。ハウジング１５の内部空間は、実質的に真空であ
る。
【００５１】
　本実施形態においては、ハウジング１５と接触するケーシング１８が設けられる。ター
ゲット１３は、ケーシング１８の内部に配置される。ケーシング１８とハウジング１５と
が接触することで、ハウジング１５の内部空間が実質的に真空に保たれる。ケーシング１
８は、真空用のパッキンである。ケーシング１８は、電子が通過可能な第１通過部１８Ａ
を有する。フィラメント１７からの電子は、第１通過部１８Ａを介してターゲット１３に
衝突する。ケーシング１８は、Ｘ線が透過可能な第２通過部１８Ｂを有する。ターゲット
１３において発生したＸ線は、第２通過部１８Ｂを介してケーシング１８の外側に射出さ
れる。ターゲット１３において発生し、ケーシング１８の外側に射出されたＸ線の少なく
とも一部は、ステージ装置３に保持された測定物Ｓに照射される。
【００５２】
　保持部材１６は、ターゲット１３の位置が変化しないように、ターゲット１３を保持す
る。保持部材１６は、検出装置４とターゲット１３との相対位置の変化が抑制されるよう
に、ターゲット１３を保持する。本実施形態においては、保持部材１６によって、ターゲ
ット１３の位置は、内部空間ＳＰにおいて、実質的に固定される。
【００５３】
　本実施形態において、保持部材１６は、支持部材８に支持される。本実施形態において
、Ｘ線装置１は、Ｘ線源２を支持する支持機構１９を有する。支持機構１９は、支持部材
８に支持される。本実施形態において、保持部材１６は、支持機構１９に支持される。本
実施形態において、保持部材１６は、支持機構１９を介して、支持部材８に支持される。
【００５４】
　Ｘ線源２は、ハウジング１５を保持する保持部材２０を有する。保持部材２０は、支持
部材８に支持される。本実施形態において、保持部材２０は、支持機構１９に支持される
。本実施形態において、保持部材２０は、支持機構１９を介して、支持部材８に支持され
る。
【００５５】
　本実施形態において、保持部材２０は、ハウジング１５を可動に保持する。本実施形態
において、保持部材２０は、フィラメント１７とターゲット１３とを結ぶ仮想線と実質的
に平行な方向（フィラメント１７からの電子の通路と実質的に平行な方向）に関して、ハ
ウジング１５を可動に保持する。以下の説明において、フィラメント１７とターゲット１
３とを結ぶ仮想線と実質的に平行な方向を適宜、ハウジング１５の軸方向、と称する。
【００５６】
　本実施形態において、保持部材２０は、スライド機構２１を有する。スライド機構２１
は、保持部材２０とハウジング１５との間に配置される車輪を含む。スライド機構２１に
よって、ハウジング１５の少なくとも一部は、ハウジング１５の軸方向に移動可能である
。
【００５７】
　本実施形態において、保持部材２０は、スライド機構２１を介して、ハウジング１５の
部分１５１を保持する。ハウジング１５の軸方向に関して、部分１５１とフィラメント１
７との距離は、部分１５１とターゲット１３（通過部１５３）との距離よりも短い。
【００５８】
　また、本実施形態において、保持部材２０は、部材２２を介して、ハウジング１５の部
分１５２を保持する。ハウジング１５の軸方向に関して、部分１５２とフィラメント１７
との距離は、部分１５２とターゲット１３（通過部１５３）との距離よりも長い。
【００５９】
　また、本実施形態において、保持部材２０は、保持部材１６を支持する。保持部材１６
は、保持部材２０を介して、支持機構１９（支持部材８）に支持される。
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【００６０】
　支持機構１９は、保持部材１６及び保持部材２０を介して、Ｘ線源２を支持する。本実
施形態において、支持機構１９は、保持部材２０（保持部材１６）をＹ軸方向に移動可能
なスライド機構２３を有する。支持機構１９は、Ｙ軸方向に関するハウジング１５及びタ
ーゲット１３の位置を調整可能である。また、支持機構１９は、Ｘ軸方向、及びＺ軸方向
に関するハウジング１５及びターゲット１３の位置を調整可能である。なお、支持機構１
９は、Ｘ軸、Ｙ軸、Ｚ軸、θＸ、θＹ、及びθＺの６つの方向に関するハウジング１５及
びターゲット１３の位置を調整可能でもよい。
【００６１】
　本実施形態において、保持部材２０に対して、保持部材１６は可動である。すなわち、
ハウジング１５（フィラメント１７及び導電子部材１４）に対して、ターゲット１３は可
動である。換言すれば、本実施形態においては、ハウジング１５（フィラメント１７及び
導電子部材１４）とターゲット１３の相対位置は、調整可能である。
【００６２】
　次に、本実施形態に係るＸ線源２の保持方法について説明する。
【００６３】
　フィラメント１７及び導電子部材１４がハウジング１５の内部空間に配置される。ハウ
ジング１５は、フィラメント１７及び導電子部材１４を保持する。
【００６４】
　ハウジング１５が、保持部材２０を介して、支持機構１９に支持される。また、ターゲ
ット１３が、保持部材１６を介して、支持機構１９に支持される。支持機構１９によって
、ハウジング１５の位置が調整される。また、支持機構１９によって、ターゲット１３（
射出部７、点Ｘ線源）の位置が調整される。以下の説明においては、射出部７（点Ｘ線源
）の位置を適宜、スポット位置、と称する。
【００６５】
　本実施形態においては、支持機構１９によって、検出装置４に対するハウジング１５の
位置が調整される。また、支持機構１９によって、検出装置４に対するターゲット１３の
位置（スポット位置）が調整される。検出装置４に対する最適なスポット位置（射出部７
の位置）は一義的に定められる。最適なスポット位置は、予め定められる。最適なスポッ
ト位置は、既知である。以下の説明において、最適なスポット位置を適宜、最適位置、と
称する。
【００６６】
　スポット位置が最適位置に配置されるように、支持機構１９によってターゲット１３の
位置が調整される。また、ターゲット１３に対してハウジング１５（フィラメント１７及
び導電子部材１４）が最適な位置に配置されるように、支持機構１９によってハウジング
１５の位置が調整される。
【００６７】
　ターゲット１３の変位が抑制されるように、ターゲット１３が保持部材１６によって保
持される。保持部材１６は、最適位置に対するスポット位置の変位が抑制されるように、
ターゲット１３を保持する。保持部材１６は、最適位置とスポット位置との距離が小さく
なるように、ターゲット１３を保持する。保持部材１６は、最適位置とスポット位置とが
合致するように、ターゲット１３を保持する。保持部材１６は、最適位置にスポット位置
が固定されるように、ターゲット１３を保持する。保持部材１６は、スポット位置が最適
位置に配置された状態から、スポット位置が移動しないように、ターゲット１３の移動を
規制する。保持部材１６は、最適位置とスポット位置との距離が小さくなるように、ター
ゲット１３の移動を規制する。
【００６８】
　図６は、Ｘ線装置１Ｊの一例を示す図である。Ｘ線源２Ｊにおいて、ターゲット１３Ｊ
に電子が照射されると、その電子のエネルギーのうち、一部のエネルギーが、Ｘ線となり
、一部のエネルギーが、熱となる。ターゲット１３Ｊに対する電子の照射により、ターゲ
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ット１３Ｊの温度が上昇する可能性がある。また、ターゲット１３Ｊの周囲の空間の温度
が上昇する可能性がある。
【００６９】
　ターゲット１３Ｊ等の温度が上昇すると、ハウジング１５Ｊの温度も上昇する可能性が
ある。その結果、ハウジング１５Ｊが熱変形する可能性がある。
【００７０】
　ターゲット１３Ｊがハウジング１５Ｊに保持されている場合、ハウジング１５Ｊが熱変
形すると、射出部７Ｊの位置が変動する可能性がある。その結果、図６に示すように、射
出部７Ｊの位置が、検出装置４Ｊに対する最適位置からずれたり、検出装置４の入射面１
０Ｊにおける測定物Ｓの像（投影画像）が移動したりする可能性がある。例えば、検出装
置４Ｊにおける投影像を撮像する間に、射出部７Ｊの位置がＸ軸方向に移動する場合、Ｘ
軸方向に沿って射出部７Ｊが拡がることになる。そのため、測定物Ｓの像がＸ軸方向に拡
がった像になる。この場合、測定物Ｓの内部を構成する部材の境界部分もしくは外側の境
界部分がぼけた像になってしまう可能性がある。その結果、取得される測定物Ｓの像（投
影画像）の質が低下する等、透過Ｘ線の検出精度が低下する可能性がある。
【００７１】
　本実施形態においては、保持部材１６によって、ターゲット１３の変位が抑制されてい
る。保持部材１６によって、射出部７の位置（スポット位置）の変動が抑制されている。
したがって、測定物Ｓの像（投影画像）の質の低下が抑制され、測定物Ｓの測定不良（検
出不良）の発生が抑制される。また、透過Ｘ線の検出精度の低下が抑制され、Ｘ線装置１
の検出精度（検査精度、測定精度）の低下が抑制される。
【００７２】
　本実施形態においては、ハウジング１５とは異なる保持部材１６でターゲット１３が保
持される。本実施形態においては、保持部材１６は、ハウジング１５の外側に配置されて
いる。ターゲット１３は、ハウジング１５の外側に配置されている。保持部材１６は、ハ
ウジング１５の外側で、ターゲット１３を保持する。したがって、ハウジング１５が熱変
形しても、ターゲット１３（スポット位置）の変位が抑制される。
【００７３】
　また、本実施形態においては、スポット位置（射出部７）と保持部材１６（第１、第２
部材１６Ａ、１６Ｂ）との距離は、スポット位置（射出部７）とハウジング１５との距離
よりも大きい。換言すれば、保持部材１６は、ハウジング１５よりも、スポット位置（射
出部７）から離れている。したがって、スポット位置（射出部７）が発熱する場合、保持
部材１６の熱変形は、ハウジング１５の熱変形よりも抑制される。
【００７４】
　なお、保持部材１６の熱膨張係数は、ハウジング１５の熱膨張係数よりも小さくてもよ
い。すなわち、保持部材１６は、少なくともハウジング１５よりも熱変形し難い材料で形
成されてもよい。なお、保持部材１６の熱膨張係数は、ハウジング１５の熱膨張係数と実
質的に等しくてもよい。なお、保持部材１６の熱膨張係数は、ハウジング１５の熱膨張係
数よりも大きくてもよい。
【００７５】
　また、本実施形態においては、ハウジング１５が保持部材２０によって保持される。ま
た、ハウジング１５は、保持部材２０に可動に保持される。そのため、ハウジング１５が
熱変形しても、ハウジング１５の周囲の部材が変形してしまうことが抑制される。
【００７６】
　また、本実施形態においては、ターゲット１３及び検出装置４の両方が、支持部材８に
支持されている。そのため、ターゲット１３と検出装置４との相対位置の変動（理想的な
相対位置に対する変化）が抑制される。したがって、ターゲット１３（スポット位置）と
検出装置４との相対位置の変動に伴うＸ線装置１の検出精度（検査精度、測定精度）の低
下が抑制される。また、測定物Ｓの測定不良（検出不良）の発生が抑制される。
【００７７】
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　なお、本実施形態においては、ターゲット１３の少なくとも一部がハウジング１５の外
側（外部空間）に配置されることとした。ターゲット１３の全部がハウジング１５の内部
空間に配置されてもよい。ハウジング１５の内部空間に配置されるターゲット１３とハウ
ジング１５とが接触しないように、保持部材１６がターゲット１３を保持してもよい。
【００７８】
　なお、本実施形態においては、ターゲット１３、ステージ装置３、及び検出装置４が支
持部材８に支持されることとした。保持部材１６は、支持部材８に支持されなくてもよい
。検出装置４を支持する支持部材８とは別の支持部材に保持部材１６が支持されてもよい
。ステージ装置３を支持する支持部材８とは別の支持部材に保持部材１６が支持されても
よい。ステージ装置３を支持する支持部材とは別の支持部材に検出装置４が支持されても
よい。
【００７９】
　次に、本実施形態に係るＸ線装置１の動作の一例について説明する。検出において、ス
テージ装置３に測定物Ｓが保持される。制御装置５は、ステージ装置３を制御して、測定
物ＳをＸ線源２と検出装置４との間に配置する。
【００８０】
　制御装置５は、Ｘ線源２からＸ線を射出するために、フィラメント１７に電流を流す。
これにより、フィラメント１７が加熱され、フィラメント１７から電子（熱電子）が放出
される。フィラメント１７から放出された電子は、フィラメント１７とターゲット１３の
間に印加された電圧により加速されつつ、ターゲット１３に照射される。これにより、タ
ーゲット１３からＸ線が発生する。
【００８１】
　Ｘ線源２から発生したＸ線の少なくとも一部は、測定物Ｓに照射される。測定物ＳにＸ
線源２からのＸ線が照射されると、その測定物Ｓに照射されたＸ線の少なくとも一部は、
測定物Ｓを透過する。測定物Ｓを透過した透過Ｘ線は、検出装置４の入射面１０に入射す
る。検出装置４は、測定物Ｓを透過した透過Ｘ線を検出する。検出装置４は、測定物Ｓを
透過した透過Ｘ線に基づいて得られた測定物Ｓの像を検出する。検出装置４の検出結果は
、制御装置５に出力される。
【００８２】
　本実施形態において、制御装置５は、測定物ＳにおけるＸ線源２からのＸ線の照射領域
を変えるために、測定物Ｓの位置を変えながら、その測定物ＳにＸ線源２からのＸ線を照
射する。すなわち、制御装置５は、複数の測定物Ｓの位置ごとで、測定物ＳにＸ線源２か
らのＸ線を照射し、その測定物Ｓを透過した透過Ｘ線を、検出装置４で検出する。
【００８３】
　本実施形態において、制御装置５は、測定物Ｓを保持したステージ装置３（ステージ装
置３のうち、測定物Ｓを保持する保持部）を回転して、Ｘ線源２に対する測定物Ｓの位置
を変えることによって、測定物ＳにおけるＸ線源２からのＸ線の照射領域を変える。
【００８４】
　すなわち、本実施形態において、Ｘ線が測定物Ｓに照射される期間の少なくとも一部に
おいて、ステージ装置３は、測定物ＳをθＹ方向に移動（回転）させる。制御装置５は、
測定物Ｓを保持したステージ装置３（ステージ装置３のうち、測定物Ｓを保持する保持部
）を回転させながら、その測定物ＳにＸ線を照射する。ステージ装置３の各位置（各回転
角度）において測定物Ｓを通過した透過Ｘ線（Ｘ線透過データ）は、検出装置４に検出さ
れる。検出装置４は、各位置における測定物Ｓの像を取得する。
【００８５】
　制御装置５は、検出装置４の検出結果から、測定物Ｓの内部構造を算出する。本実施形
態において、制御装置５は、測定物Ｓの各位置（各回転角度）のそれぞれにおいて測定物
Ｓを通過した透過Ｘ線（Ｘ線透過データ）に基づく測定物Ｓの像を取得する。すなわち、
制御装置５は、測定物Ｓの像を複数取得する。
【００８６】
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　制御装置５は、測定物Ｓを回転させつつその測定物ＳにＸ線を照射することにより得ら
れた複数のＸ線透過データ（像）に基づいて演算を行って、測定物Ｓの断層画像を再構成
して、測定物Ｓの内部構造の三次元データ（三次元構造）を取得する。これにより、測定
物Ｓの内部構造が算出される。測定物の断層画像の再構成方法としては、例えば、逆投影
法、フィルタ補正逆投影法、及び逐次近似法が挙げられる。逆投影法及びフィルタ補正逆
投影法に関しては、例えば、米国特許出願公開第２００２／０１５４７２８号に記載され
ている。また、逐次近似法に関しては、例えば、米国特許出願公開第２０１０／０２２０
９０８号に記載されている。
【００８７】
　以上説明したように、本実施形態によれば、ターゲット１３の変位が抑制されるように
、保持部材１６でターゲット１３を保持するようにしたので、ターゲット１３（射出部７
、スポット位置）と検出装置４との相対位置の変動が抑制される。したがって、Ｘ線源２
と検出装置４との相対位置の変動に伴うＸ線装置１の検出精度（検査精度、測定精度）の
低下を抑制できる。例えば、Ｘ線装置１は、測定物Ｓの内部構造に関する情報を正確に取
得することができる。
【００８８】
＜第２実施形態＞
　第２実施形態について説明する。以下の説明において、上述の実施形態と同一又は同等
の構成部分については同一の符号を付し、その説明を簡略若しくは省略する。
【００８９】
　図７は、第２実施形態に係るＸ線装置１Ｂの一例を示す図である。Ｘ線源２Ｂ´は、タ
ーゲット１３を保持する保持部材１６Ｂ´と、ハウジング１５を保持する保持部材２０Ｂ
とを有する。保持部材１６Ｂ´は、支持部材８に支持される。
【００９０】
　保持部材１６Ｂ´及びターゲット１３は、ハウジング１５の外側に配置される。なお、
保持部材１６Ｂ´の少なくとも一部が、ハウジング１５の内部空間に配置されてもよい。
ターゲット１３の少なくとも一部が、ハウジング１５の内部空間に配置されてもよい。
【００９１】
　保持部材２０Ｂは、支持部材２４に支持される。支持部材２４は、支持部材８とは異な
る部材である。支持部材２４は、ハウジング１５よりも上方（＋Ｙ方向）に配置される。
支持部材８は、ハウジング１５よりも下方（－Ｙ方向）に配置される。支持部材２４は、
チャンバ部材６の一部でもよい。支持部材２４の下面（支持面）は、内部空間ＳＰの天井
面６Ｕでもよい。
【００９２】
　本実施形態において、ハウジング１５は、保持部材２０Ｂによって、支持部材２４から
吊り下げられる。そのため、ハウジング１５が熱変形しても、ハウジング１５の周囲の部
材が変形してしまうことが抑制される。
【００９３】
＜第３実施形態＞
　第３実施形態について説明する。以下の説明において、上述の実施形態と同一又は同等
の構成部分については同一の符号を付し、その説明を簡略若しくは省略する。
【００９４】
　図８は、本実施形態に係るＸ線源２Ｃの一例を示す図である。図８において、Ｘ線源２
Ｃは、電子を放出するフィラメント１７と、電子の衝突又は電子の透過によりＸ線を発生
するターゲット１３と、フィラメント１７からの電子をターゲット１３に導く導電子部材
１４と、フィラメント１７と導電子部材１４とターゲット１３とを保持するハウジング１
５Ｃとを備えている。
【００９５】
　また、Ｘ線源２Ｃは、ハウジング１５Ｃの部分１５４を保持する保持部材２５を備えて
いる。部分１５４は、ハウジング１５Ｃの外面の一部である。保持部材２５は、ハウジン
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グ１５Ｃの外面の少なくとも一部に接触するように配置される。
【００９６】
　本実施形態において、部分１５４とターゲット１３との距離Ｌ１は、部分１５４とフィ
ラメント１７との距離Ｌ２よりも短い。なお、本実施形態において、部分１５４とターゲ
ット１３との距離Ｌ１は、部分１５４とターゲット１３上の電子線が照射される位置との
距離である。なお、本実施形態においては、ロット状のターゲット１３を用いているため
、距離Ｌ１は、部分１５４と、ターゲット１３において電子線が照射される方向に沿った
ターゲット１３の中心との距離でもよい。
【００９７】
　本実施形態において、部分１５４と導電子部材１４との距離Ｌ３は、部分１５４とフィ
ラメント１７との距離Ｌ２よりも短い。
【００９８】
　本実施形態においては、導電子部材１４とターゲット１３との間に、部分１５４が配置
される。部分１５４は、ハウジング１５Ｃの軸方向に関して、導電子部材１４とターゲッ
ト１３との間に配置される。
【００９９】
　本実施形態において、導電子部材１４は、ハウジング１５Ｃの軸方向に関して複数配置
される。距離Ｌ３は、部分１５４と、複数の導電子部材１４のうちターゲット１３に最も
近い導電子部材１４との距離である。なお、本実施形態においては、ターゲット１３に最
も近い導電子部材１４は、電磁レンズである。その場合、距離Ｌ３は、部分１５４と、電
磁レンズの主面との距離である。本実施形態において、電磁レンズの主面とは、電子線の
光軸に平行な光線の高さを変化させながら電磁レンズに入射する場合に、入射前及び射出
後の光線をそれぞれ延長した２直線を考え、２直線の交点が描く軌跡である。主点とは主
面と電子レンズの光軸とが直交する点である。
【０１００】
　なお、本実施形態においては、ターゲット１３に最も近い導電子部材１４が電磁レンズ
であることとしたが、偏光器、スティグメータでもよい。スティグメータが２組の４極子
である場合、その２組の中心位置とターゲット１３との距離を距離Ｌ３としてもよい。
【０１０１】
　本実施形態においては、複数の導電子部材１４のうちターゲット１３に最も近い導電子
部材１４とターゲット１３との間に部分１５４が配置される。
【０１０２】
　なお、ターゲット１３の周囲に部分１５４が配置されてもよい。導電子部材１４の周囲
に部分１５４が配置されてもよい。
【０１０３】
　なお、導電子部材１４は、複数配置されなくてもよい。導電子部材１４は、１つでもよ
い。
【０１０４】
　また、Ｘ線源２Ｃは、ハウジング１５Ｃの部分１５５を保持する保持部材２６を備えて
いる。部分１５５は、ハウジング１５Ｃの外面の一部である。部分１５５は、部分１５４
よりもフィラメント１７に近い。
【０１０５】
　保持部材２６は、ハウジング１５Ｃを可動に保持する。保持部材２６は、スライド機構
２７を有する。スライド機構２７は、保持部材２６とハウジング１５Ｃとの間に配置され
る車輪を含む。スライド機構２７によって、ハウジング１５Ｃの少なくとも一部は、ハウ
ジング１５Ｃの軸方向に移動可能である。
【０１０６】
　本実施形態において、保持部材２６は、スライド機構２７を介して、ハウジング１５Ｃ
の部分１５５を保持する。
【０１０７】
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　本実施形態において、保持部材２６は、保持部材２５を支持する。保持部材２５及び保
持部材２６は、支持部材８に支持される。Ｘ線装置１Ｃは、保持部材２６を移動可能に支
持する支持機構１９を有する。保持部材２５は、保持部材２６を介して、支持機構１９（
支持部材８）に支持される。支持機構１９は、支持部材８上に配置される。支持部材８は
、支持機構１９、ステージ装置３、及び検出装置４を支持する。保持部材２５及び保持部
材２６は、支持機構１９を介して、支持部材８に支持される。
【０１０８】
　保持部材２５は、ターゲット１３の変位が抑制されるように、部分１５４を保持する。
保持部材２５は、検出装置４とターゲット１３との相対位置の変化が抑制されるように、
部分１５４を保持する。保持部材２５は、最適位置に対するスポット位置の変位が抑制さ
れるように、部分１５４を保持する。保持部材２５は、最適位置とスポット位置との距離
が小さくなるように、部分１５４を保持する。保持部材２５は、最適位置とスポット位置
とが合致するように、部分１５４を保持する。保持部材２５は、最適位置にスポット位置
が固定されるように、部分１５４を保持する。保持部材２５は、スポット位置が最適位置
に配置された状態から、スポット位置が移動しないように、ターゲット１３（部分１５４
）の移動を規制する。保持部材２５は、最適位置とスポット位置との距離が小さくなるよ
うに、ターゲット１３（部分１５４）の移動を規制する。
【０１０９】
　Ｘ線源２Ｃは、所謂、反射型である。ターゲット１３は、電子の衝突によりＸ線を発生
する。ターゲット１３から発生したＸ線は、ステージ装置３に保持されている測定物Ｓに
照射される。Ｘ線が測定物Ｓに照射される期間の少なくとも一部において、ステージ装置
３は、測定物Ｓを回転させてもよい。測定物Ｓを通過するＸ線の少なくとも一部は、検出
装置４で検出される。
【０１１０】
　以上説明したように、本実施形態においても、ターゲット１３の変位が抑制される。Ｘ
線装置１の検出精度（検査精度、測定精度）の低下を抑制できる。例えば、Ｘ線装置１は
、測定物Ｓの内部構造に関する情報を正確に取得することができる。
【０１１１】
＜第４実施形態＞
　第４実施形態について説明する。以下の説明において、上述の実施形態と同一又は同等
の構成部分については同一の符号を付し、その説明を簡略若しくは省略する。
【０１１２】
　図９は、本実施形態に係るＸ線源２Ｄの一例を示す図である。Ｘ線源２Ｄは、ターゲッ
ト１３Ｄと、ターゲット１３Ｄに電子を導く導電子部材１４Ｄと、導電子部材１４Ｄの少
なくとも一部を保持するハウジング１５Ｄとを備えている。
【０１１３】
　本実施形態において、Ｘ線源２Ｄは、所謂、透過型である。本実施形態において、ター
ゲット１３Ｄは、電子の透過により、Ｘ線を発生する。
【０１１４】
　Ｘ線源２Ｄは、ターゲット１３Ｄを保持する保持部材２９を有する。保持部材２９は、
ターゲット１３Ｄの変位が抑制されるように、ターゲット１３Ｄを保持する。保持部材２
９は、ハウジング１５Ｄとは別の部材である。保持部材２９は、ハウジング１５Ｄの外側
に配置される。ターゲット１３Ｄは、ハウジング１５Ｄの外側に配置される。保持部材２
９は、ハウジング１５Ｄの外側で、ターゲット１３Ｄを保持する。
【０１１５】
　保持部材２９は、ハウジング１５Ｄと接触しないように配置される。保持部材２９は、
ハウジング１５Ｄとターゲット１３Ｄとが接触しないように、ターゲット１３Ｄを保持す
る。
【０１１６】
　なお、ターゲット１３Ｄの少なくとも一部がハウジング１５Ｄの内部空間に配置されて
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もよい。なお、保持部材２９の少なくとも一部がハウジング１５Ｄの内部空間に配置され
てもよい。なお、保持部材２９とハウジング１５Ｄの少なくとも一部とが接触してもよい
。なお、ターゲット１３Ｄとハウジング１５Ｄの少なくとも一部とが接触してもよい。
【０１１７】
　保持部材２９は、ステージ装置３及び検出装置４を支持する支持部材８に支持されても
よい。保持部材２９は、ステージ装置３及び検出装置４を支持する支持部材８とは別の支
持部材に支持されてもよい。
【０１１８】
　なお、本実施形態において、ハウジング１５Ｄを保持する保持部材が配置されてもよい
。その保持部材は、ハウジング１５Ｄを可動に保持してもよい。
【０１１９】
＜第５実施形態＞
　第５実施形態について説明する。以下の説明において、上述の実施形態と同一又は同等
の構成部分については同一の符号を付し、その説明を簡略若しくは省略する。
【０１２０】
　図１０は、本実施形態に係るＸ線源２Ｅの一例を示す図である。Ｘ線源２Ｅは、電子を
放出するフィラメントと、ターゲット１３Ｅと、ターゲット１３Ｅに電子を導く導電子部
材１４Ｅと、フィラメントと導電子部材１４Ｅとターゲット１３Ｅとを保持するハウジン
グ１５Ｅとを備えている。
【０１２１】
　なお、図１０においてはフィラメントが図示されていない。上述の各実施形態と同様、
フィラメントは、導電子部材１４Ｅよりもターゲット１３Ｅから離れた位置に配置される
。フィラメントとターゲット１３Ｅとの間に導電子部材１４Ｅが配置される。
【０１２２】
　本実施形態において、Ｘ線源２Ｅは、所謂、透過型である。本実施形態において、ター
ゲット１３Ｅは、電子の透過により、Ｘ線を発生する。
【０１２３】
　Ｘ線源２Ｅは、ハウジング１５Ｅの部分１５７を保持する保持部材３０を有する。部分
１５７とターゲット１３Ｅとの距離は、部分１５７とフィラメントとの距離よりも短い。
また、部分１５７と導電子部材１４Ｅとの距離は、部分１５７とフィラメントとの距離よ
りも短い。
【０１２４】
　部分１５７は、導電子部材１４Ｅとターゲット１３Ｅとの間に配置されてもよい。部分
１５７は、ターゲット１３Ｅの周囲に配置されてもよい。部分１５７は、導電子部材１４
Ｅの周囲に配置されてもよい。導電子部材１４Ｅが複数配置される場合、部分１５７は、
複数の導電子部材１４Ｅのうちターゲット１３Ｅに最も近い導電子部材１４Ｅの周囲に配
置されてもよい。
【０１２５】
　保持部材３０は、ステージ装置３及び検出装置４を支持する支持部材８に支持されても
よい。保持部材３０は、ステージ装置３及び検出装置４を支持する支持部材８とは別の支
持部材に支持されてもよい。
【０１２６】
　保持部材３０は、ターゲット１３Ｅの変位が抑制されるように、部分１５７を保持する
。保持部材３０は、検出装置４とターゲット１３Ｅとの相対位置の変化が抑制されるよう
に、部分１５７を保持する。保持部材３０は、最適位置に対するスポット位置の変位が抑
制されるように、部分１５７を保持する。保持部材３０は、最適位置とスポット位置との
距離が小さくなるように、部分１５７を保持する。保持部材３０は、最適位置とスポット
位置とが合致するように、部分１５７を保持する。保持部材３０は、最適位置にスポット
位置が固定されるように、部分１５７を保持する。保持部材３０は、スポット位置が最適
位置に配置された状態から、スポット位置が移動しないように、ターゲット１３Ｅ（部分
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１５７）の移動を規制する。保持部材３０は、最適位置とスポット位置との距離が小さく
なるように、ターゲット１３Ｅ（部分１５７）の移動を規制する。
【０１２７】
　なお、本実施形態において、部分１５７よりもフィラメントに近いハウジング１５Ｅの
一部分を保持する保持部材が配置されてもよい。その保持部材は、ハウジング１５Ｅを可
動に保持してもよい。
【０１２８】
＜第６実施形態＞
　第６実施形態について説明する。以下の説明において、上述の実施形態と同一又は同等
の構成部分については同一の符号を付し、その説明を簡略若しくは省略する。
【０１２９】
　図１１は、本実施形態に係るＸ線装置１Ｆの一例を示す図である。本実施形態において
、Ｘ線装置１Ｆは、ターゲット１３Ｆを含むＸ線源２Ｆと、ターゲット１３ＦからのＸ線
が照射される測定物Ｓｐをステージ装置３Ｆと、測定物Ｓｐを通過したＸ線（透過Ｘ線）
の少なくとも一部を検出する検出装置４Ｆとを備えている。
【０１３０】
　本実施形態において、Ｘ線源２Ｆは、所謂、反射型である。本実施形態において、ター
ゲット１３Ｆは、電子の衝突により、Ｘ線を発生する。
【０１３１】
　Ｘ線源２Ｆは、ターゲット１３Ｆを保持する保持部材３１を備えている。保持部材３１
は、ターゲット１３Ｆの変位が抑制されるように、ターゲット１３Ｆを保持する。保持部
材３１は、ハウジング１５Ｆとは別の部材である。ハウジング１５Ｆは、フィラメント及
び導電子部材を保持する。ターゲット１３Ｆの少なくとも一部は、ハウジング１５Ｆの外
側に配置される。保持部材３１の少なくとも一部は、ハウジング１５Ｆの外側に配置され
る。なお、保持部材３１がハウジング１５Ｆの内側に配置されてもよい。ターゲット１３
Ｆがハウジング１５Ｆの内側に配置されてもよい。保持部材３１とハウジング１５Ｆとは
、接触してもよいし接触しなくてもよい。ターゲット１３Ｆとハウジング１５Ｆとは、接
触してもよいし接触しなくてもよい。
【０１３２】
　また、Ｘ線源２Ｆは、ハウジング１５Ｆを保持する保持部材３２を有する。
【０１３３】
　Ｘ線装置１Ｆは、保持部材３１及び保持部材３２を支持する支持部材８Ｆを備える。ま
た、Ｘ線装置１Ｆは、支持部材８Ｆを移動する駆動装置３３を有する。支持部材８Ｆが移
動することによって、ハウジング１５Ｆ（フィラメント、導電子部材）、ターゲット１３
Ｆ、保持部材３１、及び保持部材３２が、支持部材８Ｆと一緒に移動する。
【０１３４】
　保持部材３１は、支持部材８Ｆに対するターゲット１３Ｆの変位が抑制されるように、
ターゲット１３Ｆを保持する。
【０１３５】
　本実施形態において、ステージ装置３Ｆの位置は、実質的に固定される。Ｘ線源２Ｆ（
ターゲット１３Ｆ）からのＸ線が測定物Ｓｐに照射される期間において、測定物Ｓｐは、
移動しない。Ｘ線が測定物Ｓｐに照射される期間において、測定物Ｓｐの位置は、実質的
に固定される。
【０１３６】
　Ｘ線装置１Ｆは、支持部材８Ｆの移動と同期して、検出装置４Ｆを移動する駆動装置３
４を有する。
【０１３７】
　Ｘ線源２Ｆは、ステージ装置３Ｆの一側（－Ｚ側）に配置される。検出装置４Ｆは、ス
テージ装置３Ｆの他側（＋Ｚ側）に配置される。Ｘ線源２Ｆは、ステージ装置３Ｆの一側
の空間において移動する。検出装置４Ｆは、ステージ装置３Ｆの他側の空間において移動
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する。
【０１３８】
　ステージ装置３Ｆは、測定物Ｓｐを保持する保持面３５を有する。本実施形態において
、保持面３５は、ＸＹ平面と実質的に平行である。保持面３５は、＋Ｚ方向を向く。ステ
ージ装置３Ｆは、保持面３５の反対方向（－Ｚ方向）を向く面３６を有する。
【０１３９】
　Ｘ線は、ステージ装置３Ｆを通過（透過）可能である。Ｘ線源２Ｆ（ターゲット１３Ｆ
）からのＸ線の少なくとも一部は、面３６に入射し、ステージ装置３Ｆを透過した後、保
持面３５から射出される。保持面３５から射出されるＸ線の少なくとも一部が、保持面３
５に保持されている測定物Ｓｐに照射される。測定物Ｓｐを通過したＸ線の少なくとも一
部は、検出装置４Ｆに入射する。
【０１４０】
　本実施形態において、駆動装置３３は、仮想線Ｊの周囲をＸ線源２Ｆが移動するように
、そのＸ線源２Ｆ（支持部材８Ｆ）を移動する。仮想線Ｊは、保持面３５と交わり、測定
物Ｓｐを通る線である。仮想線Ｊは、Ｚ軸と実質的に平行である。
【０１４１】
　Ｘ線源２Ｆ（ターゲット１３Ｆ）からのＸ線は、仮想線Ｊに対して傾斜する方向に進行
する。ターゲット１３ＦからのＸ線は、保持面３５に対して斜め方向から保持面３５に入
射する。
【０１４２】
　駆動装置３４は、仮想線Ｊの周囲を検出装置４Ｆが移動するように、その検出装置４Ｆ
を移動する。駆動装置３４は、Ｘ線源２Ｆ（ターゲット１３Ｆ）から射出され、測定物Ｓ
ｐを通過したＸ線の少なくとも一部が検出装置４Ｆに入射するように、検出装置４Ｆの位
置を調整しながら、その検出装置４Ｆを移動する。制御装置５は、駆動装置３３及び駆動
装置３４を制御して、Ｘ線源２Ｆ（ターゲット１３Ｆ、支持部材８Ｆ）の移動と同期して
、検出装置４Ｆを移動させる。
【０１４３】
　保持部材３１は、検出装置４Ｆとターゲット１３Ｆとの相対位置の変化が抑制されるよ
うに、ターゲット１３Ｆを保持する。また、制御装置５は、検出装置４Ｆとターゲット１
３Ｆとの相対位置の変化が抑制されるように、駆動装置３３及び駆動装置３４を制御して
、支持部材８Ｆ及び検出装置４Ｆを移動する。
【０１４４】
　以上説明したように、本実施形態においては、保持部材３１によって、支持部材８Ｆに
対するターゲット１３Ｆの変位が抑制される。保持部材３１によって、支持部材８Ｆとタ
ーゲット１３Ｆとの相対位置の変化が抑制される。また、保持部材３１によって、検出装
置４Ｆとターゲット１３Ｆとの相対位置の変化が抑制される。これにより、Ｘ線装置１Ｆ
の検出精度（検査精度、測定精度）の低下が抑制される。
【０１４５】
　なお、本実施形態において、Ｘ線源２Ｇが、所謂、反射型でもよい。
【０１４６】
　なお、本実施形態において、駆動装置３３によって移動される支持部材８Ｆ上に、図１
２に示すようなＸ線源２Ｇが配置されてもよい。Ｘ線源２Ｇは、フィラメントと導電子部
材とターゲット１３Ｇとを保持するハウジング１５Ｇと、ハウジング１５Ｇの部分１５８
を保持する保持部材３７とを有する。保持部材３７は、支持部材８Ｆに支持される。また
、Ｘ線源２Ｇは、ハウジング１５Ｇを保持する保持部材３８を有する。保持部材３８は、
支持部材８Ｆに支持される。
【０１４７】
　本実施形態において、Ｘ線源２Ｆは、所謂、反射型である。なお、Ｘ線源２Ｆは、所謂
、透過型でもよい。
【０１４８】
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　部分１５８とターゲット１３Ｇとの距離は、部分１５８とフィラメントとの距離よりも
短い。部分１５８と導電子部材との距離は、部分１５８とフィラメントとの距離よりも短
い。
【０１４９】
　部分１５８は、ターゲット１３Ｇと導電子部材との間に配置されてもよい。部分１５８
は、ターゲット１３Ｇの周囲に配置されてもよい。部分１５８は、導電子部材の周囲に配
置されてもよい。
【０１５０】
　保持部材３７は、支持部材８Ｆとターゲット１３Ｇとの相対位置の変化が抑制されるよ
うに、ハウジング１５Ｇを保持する。また、保持部材３７は、検出装置４Ｆとターゲット
１３Ｇとの相対位置の変化が抑制されるように、ハウジング１５Ｇを保持する。
【０１５１】
＜第７実施形態＞
　次に、第７実施形態について説明する。以下の説明において、上述の実施形態と同一又
は同等の構成部分については同一の符号を付し、その説明を簡略若しくは省略する。
【０１５２】
　本実施形態においては、上述したＸ線装置１などのＸ線装置を備えた構造物製造システ
ムについて説明する。
【０１５３】
　図１３は、本実施形態に係る構造物製造システム２００の一例を示すブロック構成図で
ある。構造物製造システム２００は、上述の各実施形態で説明したＸ線装置（検査装置）
１と、設計装置１１０と、成形装置１２０と、制御システム１３０と、リペア装置１４０
とを備える。本実施形態において、Ｘ線装置１は、構造物の形状に関する座標を測定する
形状測定装置として機能する。制御システム１３０は、座標記憶部１３１及び検査部１３
２を有する。
【０１５４】
　本実施形態においては、構造物製造システム２００は、自動車のドア部分、エンジン部
品、ギア部品、及び回路基板を備える電子部品等の成形品を作成する。
【０１５５】
　本実施形態においては、構造物製造システム２００において、構造物の形状に関する設
計情報が作成される設計工程と、設計情報に基づいて構造物が作成される成形工程と、作
成された構造物の形状がＸ線装置により計測される測定工程と、測定工程で取得された形
状情報と設計情報とが比較される検査工程とが行われる。
【０１５６】
　また、本実施形態においては、構造物製造システム２００において、検査工程の比較結
果に基づいて、構造物の再加工が実施されるリペア工程が行われる。
【０１５７】
　設計工程において、設計装置１１０は、構造物の形状に関する設計情報を作成する。設
計装置１１０は、作成した設計情報を、成形装置１２０に送信する。設計情報は、成形装
置１２０に入力される。また、設計装置１１０は、作成した設計情報を、制御システム１
３０に送信する。設計情報は、制御システム１３０の座標記憶部１３１に記憶される。
【０１５８】
　設計情報とは、構造物の各位置の座標を示す情報である。
【０１５９】
　成形工程において、成形装置１２０は、構造物を作成する。成形装置１２０は、設計装
置１１０からの設計情報に基づいて、構造物を作成する。成形工程において、鋳造、鍛造
、及び切削の少なくとも一つが行われてもよい。
【０１６０】
　測定工程において、Ｘ線装置１は、作成された構造物の形状を測定する。Ｘ線装置１は
、測定した座標を示す情報を制御システム１３０へ送信する。
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【０１６１】
　検査工程において、検査部１３２は、測定工程で取得された形状情報と、設計工程で作
成された設計情報とを比較する。制御システム１３０の座標記憶部１３１には、設計装置
１１０から送信された設計情報が記憶されている。検査部１３２は、座標記憶部１３１か
ら設計情報を読み出す。
【０１６２】
　検査部１３２は、Ｘ線装置１から送信された座標を示す情報から、作成された構造物を
示す情報（形状情報）を作成する。検査部１３２は、Ｘ線装置１から送信された座標を示
す情報（形状情報）と、座標記憶部１３１から読み出した設計情報とを比較する。検査部
１３２は、比較結果に基づいて、構造物が設計情報通りに成形されたか否かを判定する。
換言すれば、検査部１３２は、作成された構造物が良品であるか否かを判定する。
【０１６３】
　検査部１３２は、構造物が設計情報通りに成形されていない場合、修復可能であるか否
か判定する。修復できる場合、検査部１３２は、比較結果に基づいて、不良部位と修復量
とを算出する。検査部１３２は、不良部位を示す情報と修復量を示す情報とをリペア装置
１４０に送信する。
【０１６４】
　リペア工程において、リペア装置１４０は、制御システム１３０から受信した不良部位
を示す情報と修復量を示す情報とに基づいて、構造物の不良部位を加工する。リペア工程
において、構造物の再加工が実施される。リペア工程において、成形工程が再実行される
。
【０１６５】
　図１４は、構造物製造システム２００における処理の流れを示したフローチャートであ
る。
【０１６６】
　設計装置１１０は、構造物の形状に関する設計情報を作製する（ステップＳ１０１）。
【０１６７】
　次に、成形装置１２０は、設計情報に基づいて構造物を作製する（ステップＳ１０２）
。
【０１６８】
　次に、Ｘ線装置１は、構造物の形状に関する座標を計測する（ステップＳ１０３）。
【０１６９】
　次に，制御システム１３０の検査部１３２は、Ｘ線装置１によって作成された構造物の
形状情報と、設計情報とを比較することにより、構造物が設計情報通りに作成された否か
を検査する（ステップＳ１０４）。
【０１７０】
　次に、制御システム１３０の検査部１３２は、作成された構造物が良品であるか否かを
判定する（ステップＳ１０５）。
【０１７１】
　作成された構造物が良品である場合（ステップＳ１０５においてＹＥＳと判断された場
合）、構造物製造システム２００は、その処理を終了する。
【０１７２】
　作成された構造物が良品でない場合（ステップＳ１０５においてＮＯと判断された場合
）、制御システム１３０の検査部１３２は、作成された構造物が修復できるか否か判定す
る（ステップＳ１０６）。
【０１７３】
　作成された構造物が修復できる場合（ステップＳ１０６においてＹＥＳと判断された場
合）、リペア装置１４０は、構造物の再加工を実施し（ステップＳ１０７）、ステップＳ
１０３の処理に戻る。
【０１７４】
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　作成された構造物が修復できない場合（ステップＳ１０６においてＮＯと判断された場
合）、構造物製造システム２００は、その処理を終了する。
【０１７５】
　以上で、本フローチャートの処理を終了する。
【０１７６】
　以上説明したように、Ｘ線装置１が構造物の座標を正確に測定できるため、構造物製造
システム２００は、作成された構造物が良品であるか否か判定することができる。また、
構造物製造システム２００は、構造物が良品でない場合、構造物の再加工を実施し、修復
することができる。
【０１７７】
　また、構造物製造システム２００は、Ｘ線装置１を用いて、構造物の欠陥の検出のみな
らず、構造物の内部の情報を非破壊で取得する非破壊検査を行うことができる。また、構
造物製造システム２００は、Ｘ線装置１を用いて、構造物の外形の寸法を計測することが
できる。また、構造物製造システム２００は、Ｘ線装置１を用いて、リバースエンジニア
リングを行うことができる。
【０１７８】
　なお、上述の各実施形態においては、Ｘ線装置がＸ線源を有することとしたが、Ｘ線源
がＸ線装置に対する外部装置でもよい。換言すれば、Ｘ線源がＸ線装置の少なくとも一部
を構成しなくてもよい。
【０１７９】
　また、上述の各実施形態は、例えば米国特許出願公開第２００５／０２５４６２１号、
米国特許第７２３３６４４号等に開示されているような、複数のＸ線源を備えたＸ線装置
にも適用できる。
【０１８０】
　また、上述の各実施形態は、例えば米国特許出願公開第２００７／６８５９８５号、米
国特許出願公開第２００１／８０２４６８号等に開示されているような、被検物を回転さ
せる回転軸に沿って、被検物を順次移動させるヘリカル方式のＸ線装置にも適用できる。
【０１８１】
　また、上述の各実施形態は、米国特許出願公開第２０１０／０２２０８３４号に開示さ
れているような、被検物中を進む際にＸ線に生じるわずかな偏向を評価する位相コントラ
スト方式のＸ線装置にも適用できる。
【０１８２】
　また、上述の各実施形態は、例えば米国特許出願公開第２００９／０００３５１４号、
米国特許出願公開第２００７／０２３０６５７号等に開示されているような、ベルトコン
ベアーで手荷物を移動し、Ｘ線により手荷物の含有物を明らかにするようなＸ線装置にも
適用することができる。
【０１８３】
　なお、ターゲット１３は、タングステン合金を含む。例えば、タングステンレニウム合
金を含む。
【０１８４】
＜第８実施形態＞
　次に、第８実施形態について、図１５から図２０を参照して説明する。以下の説明にお
いて、上述の実施形態と同一又は同等の構成部分については同一の符号を付し、その説明
を簡略若しくは省略する。
【０１８５】
　図１５は、本実施形態のＸ線射出装置１００を示す図である。
　図１６は、本実施形態のＸ線源２Ｈを示すＹ－Ｚ平面図である。
　図１７は、本実施形態のＸ線源２Ｈを示すＸ－Ｙ平面図である。
　図１８は、本実施形態のＸ線源２Ｈを示す図であって、保持装置４００のＹ－Ｚ断面を
示す図である。
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　図１９は、本実施形態の保持装置４００を示す図である。
　図２０は、本実施形態のターゲット装置６００を示す断面図である。言いかえると、図
２０は、Ｘ線源２Ｈを図１６の矢印Ｄと逆向きに見た図である。
【０１８６】
　Ｘ線射出装置１００は、図１５に示すように、ハウジング１５Ｈと、冷却装置１６０と
、ターゲット装置６００と、を備えている。
【０１８７】
　ハウジング１５Ｈは、供給接続部３００と、供給接続部３００側の第１ハウジング１５
Ｈａと、ターゲット装置６００側の第２ハウジング１５Ｈｂと、を備えている。ハウジン
グ１５Ｈの内部構成は、第１実施形態におけるハウジング１５と同様である。
　第１ハウジング１５Ｈａの表面には、ノッチ部１１１が対向して２つ形成されている。
第１ハウジング１５Ｈａは、部分１５１を備えている。部分１５１は、ノッチ部１１１の
一方側に、外周がノッチ部１１１の側面１１２と固定されている。
【０１８８】
　第２ハウジング１５Ｈｂは、ターゲット装置６００側の先端部１２１と、第１ハウジン
グ１５Ｈａ側の基部１２２と、を備えている。先端部１２１の直径は、基部１２２の直径
より小さい。先端部１２１は、円柱状の後方部（第１実施形態の部分１５２に相当する部
分）と、後方部からターゲット装置６００側に向かって突出しているテーパ状の前方部と
、を備えている。
【０１８９】
　第１ハウジング１５Ｈａ及び第２ハウジング１５Ｈｂの断面は円形状である。しかしな
がら、該断面は、例えば多角形状、矩形状や楕円形状のような他の形状であってもよい。
　Ｘ線射出装置１００には、電力が供給される。また、Ｘ線射出装置１００には、供給接
続部３００を通じて冷却液等の供給物が供給される。
【０１９０】
　冷却装置１６０は、図３に示した冷却装置２Ｂの一例を示したものである。
　ターゲット装置６００は、ターゲット１３Ｈと、ケーシング１８Ｃと、を備えている。
ターゲット１３Ｈは、第１実施形態のターゲット１３の一例を示したものであり、ケーシ
ング１８Ｃは、第１実施形態のケーシング１８の一例を示したものである。ターゲット１
３Ｈ及びケーシング１８Ｃについては、後段において詳述する。
【０１９１】
　図１５には示されていないが、ハウジング１５Ｈ内には、第１実施形態において示した
フィラメント１７が設けられている。フィラメント１７から射出された電子ビームは、Ｘ
線射出装置１００の長手方向に沿って進み、ターゲット１３Ｈに衝突する。これにより、
Ｘ線射出装置１００から、略Ｚ軸方向にＸ線が射出される。なお、Ｚ軸方向は、フィラメ
ント１７が電子ビームを射出する方向（Ｘ線射出装置１００の長手方向）に対して所定の
角度θを成している。
【０１９２】
　Ｘ線源２Ｈは、図１６から図１８に示すように、Ｘ線射出装置１００と、保持装置４０
０と、を備えている。
　Ｘ線源２Ｈは、保持装置４００を介して、支持機構５００に固定されている。
　保持装置４００は、マウントフレーム２０１と、補償装置２１１と、部材２５０と、保
持部材２３０と、を備えている。
【０１９３】
　マウントフレーム２０１は、Ｘ線射出装置１００を支持する部材である。Ｘ線射出装置
１００は、補償装置２１１を介して、マウントフレーム２０１に固定される。マウントフ
レーム２０１における、Ｘ線射出装置１００の長手方向前方側（図１６の矢印Ｄの向き側
）には、部材２５０が接続されている。
　マウントフレーム２０１は、後述するサポートアーム２７０を介して、支持機構５００
に固定されている。
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【０１９４】
　補償装置２１１は、図１８，１９に示すように、固定部２１１ａと、可動部２１１ｂと
、バネ部２１１ｃと、スライド部２１１ｄと、を備えている。
　固定部２１１ａは、マウントフレーム２０１に固定されている。
　可動部２１１ｂは、第１ハウジング１５Ｈａの部分１５１に固定されている。可動部２
１１ｂは、スライド部２１１ｄに沿ってＸ線射出装置１００の長手方向に移動可能に設け
られている。
【０１９５】
　バネ部２１１ｃは、固定部２１１ａと可動部２１１ｂとを結合させている。バネ部２１
１ｃは、可動部２１１ｂに対して、常に可動部２１１ｂを固定部２１１ａと離間させる向
きの付勢力を与えている。本実施形態においては、バネ部２１１ｃは、可動部２１１ｂ及
び固定部２１１ａにそれぞれに配設された潤滑軸受内で動作する２つの付勢バネである。
【０１９６】
　バネ部２１１ｃが、マウントフレーム２０１に固定された固定部２１１ａと、部分１５
１に固定された可動部２１１ｂと、を結合していることによって、マウントフレーム２０
１は、Ｘ線射出装置１００を支持している。
【０１９７】
　図１９に示すように、固定部２１１ａ及びマウントフレーム２０１には、軸受調整ネジ
２１２が結合されており、マウントフレーム２０１に対する固定部２１１ａの所定位置を
変更することができる。これにより、固定部２１１ａと可動部２１１ｂとの距離を変更で
きるため、バネ部２１１ｃの長さを変更でき、結果として、バネ部２１１ｃによる付勢力
の大きさを変更できる。したがって、Ｘ線射出装置１００の重量に応じて、軸受調整ネジ
２１２を操作することで、Ｘ線射出装置１００の重量を補償するようにバネ部２１１ｃの
付勢力を調整できる。
【０１９８】
　上記のような機構によって、Ｘ線射出装置１００の全重量が、バネ部２１１ｃによる付
勢力で補償される。したがって、Ｘ線射出装置１００の全重量は、マウントフレーム２０
１によって支持されるので、Ｘ線射出装置１００の重量は、保持部材２３０において全く
支持されないか、又は最小限度において支持されるにすぎない。
【０１９９】
　部材２５０は、第１実施形態における部材２２と対応する部材であり、図１６，２０に
示すように、下方側クランプ２５１と、上方側クランプ２５２と、を備えている。下方側
クランプ２５１には、第２ハウジング１５Ｈｂの先端部１２１を挟んで両側に、後述する
サポートアーム２３３が取り付けられている（図１９，２０参照）。下方側クランプ２５
１は、上方側クランプ２５２と接合されている。
【０２００】
　下方側クランプ２５１および上方側クランプ２５２の固定用開口部の形状及び大きさは
、第２ハウジング１５Ｈｂ（特に先端部１２１の後方部）を適切に固定できる範囲内にお
いて、特に限定されない。本実施形態においては、図２０に示すように、先端部１２１の
後方部の断面が円形状であるため、下方側クランプ２５１および上方側クランプ２５２の
固定用開口部の形状は、それぞれ半円形状となっている。
【０２０１】
　下方側クランプ２５１及び上方側クランプ２５２それぞれの固定用開口部が半円形状で
あるため、それぞれの内部クランプ面は、半円状の固定用空洞の境界を規定するように形
成されている。これにより、下方側クランプ２５１と上方側クランプ２５２とで先端部１
２１を挟持し、例えば保持ネジ（図示しない）やラッチ、またはこれらに類する圧縮手段
によって下方側クランプ２５１及び上方側クランプ２５２を押圧して固定することで、先
端部１２１を保持できる。
【０２０２】
　また、下方側クランプ２５１及び上方側クランプ２５２の内部クランプ面には、弾性パ
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ッド２５３が設けられている。弾性パッド２５３は、好ましくは発泡ゴムや類似する圧縮
可能な高摩擦材料で構成されている。但し、これらはあくまでも例示であって、弾性パッ
ド２５３の材料が発泡ゴム、及び類似する圧縮可能な高摩擦材料に限定されるわけではな
い。
【０２０３】
　以上に説明したように、マウントフレーム２０１が第１ハウジング１５Ｈａの部分１５
１を支持し、部材２５０が第２ハウジング１５Ｈｂの先端部１２１を保持することによっ
て、Ｘ線射出装置１００は、保持装置４００によって保持される。一方で、マウントフレ
ーム２０１は、補償装置２１１のバネ部２１１ｃを介して、Ｘ線射出装置１００を支持し
ているため、Ｘ線射出装置１００は、長手方向に沿って変位可能となっている。
【０２０４】
　保持部材２３０は、図２０に示すように、一組のサポートアーム２３３と、第１クラン
プ２３１と、第２クランプ２３２と、を備えている。保持部材２３０は、サポートアーム
２３３を介して下方側クランプ２５１と接続されている。
【０２０５】
　サポートアーム２３３は、Ｘ線射出装置１００の長手方向前方側（図１６の矢印Ｄの向
き）に向かって突出している（図１６，１９参照）。
　第１クランプ２３１は、一方のサポートアーム２３３に接合され、第２クランプ２３２
は、他方のサポートアーム２３３に接合されている。
　第１クランプ２３１は、ブッシュ２３４を備えている。ブッシュ２３４は、たとえば、
アイオライトを材料とするような潤滑ブッシュである。
【０２０６】
　第１クランプ２３１と第２クランプ２３２との間に、ターゲット装置６００が保持され
ている。
　ターゲット装置６００は、前述したように、ターゲット１３Ｈと、ケーシング１８Ｃと
、を備えている。
　ターゲット１３Ｈは、図２０に示すように、中央部１３Ｈｂと、中央部１３Ｈｂの両側
に配置された端部１３Ｈａ，１３Ｈｃと、を備えている。
　中央部１３Ｈｂおよび端部１３Ｈａ，１３Ｈｃは、一体かつ一様に構成されている。中
央部１３Ｈｂおよび端部１３Ｈａ，１３Ｈｃは、Ｘ線に適合する材料から作られている。
【０２０７】
　ターゲット１３Ｈの長手方向長さ（Ｘ軸方向長さ）は、ケーシング１８Ｃの幅方向長さ
（Ｘ軸方向長さ）より、大きい。
　端部１３Ｈａは、第２クランプ２３２によって固定されている。端部１３Ｈｃは、第１
クランプ２３１に設けられたブッシュ２３４の穴部に嵌合されている。端部１３Ｈｃは、
ブッシュ２３４の穴部によって径方向の動きが抑制されると共に、ターゲット１３Ｈの長
手方向（Ｘ軸方向）に移動可能となっている。すなわち、ターゲット１３Ｈは、保持部材
２３０によって、Ｚ軸方向およびＹ軸方向の移動が制限されると共に、長手方向（Ｘ軸方
向）に移動可能となるように保持されている。
【０２０８】
　ケーシング１８Ｃは、内部に一組のターゲットブッシュ１４３を備えている。
　ターゲット１３Ｈは、ケーシング１８Ｃの内部に配置され、ターゲットブッシュ１４３
に挿入されている。
【０２０９】
　ターゲット装置６００は、先端部１２１から射出される電子ビームがターゲットブッシ
ュ１４３同士の間を通過するようにして、先端部１２１の射出端部に設けられている。こ
れにより、先端部１２１から射出される電子ビームが、ターゲット１３Ｈの中央部１３Ｈ
ｂと交差し、Ｘ線を発生させる。
【０２１０】
　支持機構５００は、図１６，１７に示すように、サポートアーム２７０と、Ｙ軸エレベ



(25) JP 6246724 B2 2017.12.13

10

20

30

40

50

ータ２６０と、を備えている。
　Ｙ軸エレベータ２６０は、Ｙ軸スライド機構２６１と、Ｙ軸送りネジ２６２と、ギヤボ
ックス２６４と、クランクハンドル２６５と、を備えている。
【０２１１】
　サポートアーム２７０は、図１７に示すように、Ｙ軸送りネジ２６２、及びＹ軸スライ
ド機構２６１に取り付けられている従動ナット２６３を介して、Ｙ軸エレベータ２６０に
固定されている。サポートアーム２７０のＹ軸エレベータ２６０に固定されている側と反
対側には、マウントフレーム２０１が固定されている。これにより、保持装置４００と、
支持機構５００と、が接続されている。
【０２１２】
　ギヤボックス２６４を駆動させるためのクランクハンドル２６５を利用してＹ軸送りネ
ジ２６２を回転させることによって、Ｙ軸スライド機構２６１が昇降する。そして、Ｙ軸
スライド機構２６１の昇降に合わせて従動ナット２６３が昇降し、サポートアーム２７０
が昇降する。これにより、Ｘ線源２ＨをＹ軸に沿って所望の向きに駆動できる。
【０２１３】
　また、サポートアーム２７０は、図１６，１７に示すように、Ｘ軸スライド機構２８１
及びＸ軸ストッパ２８２によって構成されるＸ軸移動機構を備えている。Ｘ軸スライド機
構２８１によって、サポートアーム２７０がＸ軸に沿ってＹ軸送りネジ２６２に対して相
対的に移動可能となっている。サポートアーム２７０のＸ軸方向の移動は、Ｘ軸ストッパ
２８２によって制限される。なお、Ｘ軸移動機構は、Ｘ軸方向にサポートアーム２７０の
位置を移動できる範囲において、特に限定されない。
【０２１４】
　以上に詳細に説明した本実施形態のＸ線源２Ｈによれば、Ｘ線射出装置１００が熱膨張
することによる、ターゲット１３Ｈの位置の変動を抑制できる。以下、詳細に説明する。
【０２１５】
　従来のＸ線源では、たとえば、図１５に示すＸ線射出装置１００を、部分１５１のみを
介して支持機構に固定する構成であった。そのため、たとえば、ハウジング１５Ｈが熱膨
張によって長手方向に延伸すると、ターゲット１３Ｈの位置が変動し、Ｘ線の射出位置が
変動してしまう場合があった。
【０２１６】
　これに対して、本実施形態によれば、補償装置２１１の可動部２１１ｂに第１ハウジン
グ１５Ｈａの部分１５１が固定され、可動部２１１ｂの移動と共に、部分１５１、すなわ
ち、第１ハウジング１５Ｈａが移動する構成となっている。そして、可動部２１１ｂは、
バネ部２１１ｃによって常に第１ハウジング１５Ｈａの長手方向の供給接続部３００側（
後方側）の向きに付勢力を受けている。そのため、第１ハウジング１５Ｈａ（または、そ
の他のＸ線射出装置１００の構成部材）が熱膨張により、長手方向に延伸すると、第１ハ
ウジング１５Ｈａの延伸に伴って、可動部２１１ｂが、長手方向後方側に移動する。その
結果、第１ハウジング１５Ｈａ、すなわち、Ｘ線射出装置１００全体が、長手方向後方側
に移動する。これにより、先端部１２１における電子ビーム射出口と、保持部材２３０に
よって保持されるターゲット１３Ｈと、の相対位置の変化が抑制されると共に、ターゲッ
ト１３Ｈの位置の変動が抑制される。
【０２１７】
　また、本実施形態によれば、第２ハウジング１５Ｈｂの先端部１２１は、部材２５０に
よって摩擦嵌めによって保持されている。そのため、第１ハウジング１５Ｈａ（もしくは
、ハウジング１５Ｈのその他の部分）が、熱膨張により長手方向後方側に移動する際に、
第１ハウジング１５Ｈａの移動に応じた先端部１２１の移動を阻害することが抑制される
。
【０２１８】
　また、本実施形態によれば、下方側クランプ２５１及び上方側クランプ２５２の内部ク
ランプ面には、弾性パッド２５３が設けられている。そのため、第２ハウジング１５Ｈｂ
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ることができる。
【０２１９】
　また、本実施形態によれば、ターゲット１３Ｈの端部１３Ｈｃは、ブッシュ２３４に挿
入され、ターゲット１３Ｈの長手方向（Ｘ軸方向）に移動可能となっている。そのため、
Ｘ線の射出による熱で、ターゲット１３Ｈが熱膨張した場合であっても、端部１３Ｈｃの
位置が熱膨張により延伸した長さに応じてブッシュ２３４内を移動し、ターゲット１３Ｈ
が破損することを抑制できる。
【０２２０】
　また、ターゲット１３Ｈは、ケーシング１８Ｃ内に設けられたターゲットブッシュ１４
３に挿入されているため、ケーシング１８Ｃに対する相対的な移動が容易となっており、
ターゲット１３Ｈの熱膨張による破損をより抑制できる。
【０２２１】
　また、本実施形態では、ターゲット１３Ｈは、一体かつ一様に形成されているため、製
造が容易である。
【０２２２】
　なお、本実施形態においては、下記の構成を採用することもできる。
【０２２３】
　ターゲット装置６００は、冷却ボアや支持基板を含んでいてもよい。
　また、ターゲット１３Ｈの端部１３Ｈａ，１３Ｈｃそれぞれが、中央部１３Ｈｂを形成
する合金又は材料に対して相違する合金又は完全に相違する材料から形成されていてもよ
い。
【０２２４】
　ターゲット１３Ｈを保持する機構としては、少なくともＹ軸方向及びＺ軸方向において
ターゲット１３Ｈを位置固定状態で捕捉する任意の方法が適合可能であるので、例えばク
リップ、グリップ、保持ピンやネジのような、任意の従来技術に基づく保持機構であって
もよい。
【符号の説明】
【０２２５】
　１…Ｘ線装置、２…Ｘ線源、３…ステージ装置、４…検出装置、５…制御装置、６…チ
ャンバ部材、７…射出部、８…支持部材、１３…ターゲット、１４…導電子部材、１５…
ハウジング、１６…保持部材、１７…フィラメント、１９…支持機構、２０…保持部材、
２１…スライド機構、Ｓ…測定物。
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